総合評価落札方式に伴う提出資料作成要領
（自己採点型：建築一式工事）

	本要領は、総合評価落札方式に伴う提出資料の作成について説明するものであり、入札参加資格に関するものではない。入札参加資格に関する資料については、当該案件の公告のとおり提出するものとする。



［１］提出資料における留意点について

・提出を求められた各様式・調書（以下「各様式」という。）については該当の有無に関わらず全て提出すること。また、該当が無い場合は、その旨（例：該当無し）と記入すること。
・各様式の提出が無い場合、又は事実を証する書類の提出が無い場合は、当該評価項目毎の評価点を項目（評価内容で細分化されている場合は、その内容ごと）における最低点とする。
・自己採点表の提出が無い場合、宛名・所在地・商号又は名称・代表者氏名、工事名の全てが空欄の場合は、失格となるので注意すること。
・事実を証する書類について、各様式で重複する場合は、同じ工事カルテ、証明書等を各様式ごとに添付資料として提出する必要はない。その場合、事実を証する書類は１部のみ添付するものとし、様式にはその旨（例：同種工事の施工実績調書（様式第６号）の○番目に添付）を記載すること。また、【入札参加資格に関する提出資料】と【総合評価落札方式に関する提出資料】で重複する場合においても、事実を証する書類の添付は１部のみでよく、複数提出する必要はない。
・受付締切日時以降の提出資料の修正及び再提出は認めない。
・提出資料は以下のとおりとする。
◎別紙１（入札参加資格及び総合評価落札方式に伴う書面提出資料一覧表）を添付のうえ、提出すること。また、提出する各様式にはインデックスを付し、順序は下記を参考とすること。

　（提出資料の順序）（例）
　　　●入札参加資格及び総合評価落札方式に伴う書面提出資料一覧表（別紙１）
 (
書　　　類
)
［入札参加資格に関する提出資料］（※作成要領は入札参加届に添付）
　　　●ア．同種工事の施工実績調書（様式第６号）及び事実を証する書類
●イ．配置予定技術者調書（様式第７号）及び経験を証する書類
　　　　　　
　　［総合評価落札方式に関する提出資料］
　　　●１．自己採点表
※提出が無い場合、宛名・所在地・商号又は名称・代表者氏名、工事名の全てが空欄の
場合は、失格となるので注意すること。
●２．配置予定技術者の自己採点表（別紙１１）（配置予定技術者が１名の場合は提出不要）
●３．同種工事の施工実績調書（様式第６号）及び事実を証する書類
●４．配置予定技術者調書（様式第７号）及び経験を証する書類
●５．工事成績評定点調書（企業）（別紙２-1）、工事成績評定通知書の写し及び
事実を証する書類
●６．工事成績評定点調書（技術者）（別紙２-２）、工事成績評定通知書の写し及び
事実を証する書類
●７．近隣地域内工事の施工経験調書（別紙３）及び事実を証する書類
 (
順序
)●８．防災協定調書（別紙５）及び事実を証する書類
●９．優良施工工事調書（別紙７）及び事実を証する書類
●10．継続教育調書（別紙８）及び事実を証する書類
　　　●11．本店所在地（別紙１０）

・公告日が同じで、かつ全て同じ内容で資料を提出する場合は、「事実を証する書類」などの添付資料については、各案件毎に提出する必要はない。「事実を証する書類」等の添付資料については、工事番号の最も若い案件に添付すること。ただし、添付をしない案件についても、「入札参加資格及び総合評価落札方式に伴う書面提出資料一覧表）」（別紙１）及び「各様式」については、参加する全ての案件で提出すること。その際、それらの提出様式には添付先（例：事実を証する書類は、○○○○第○○○○○○○-○○○号○○○○○○○○○○○工事に添付）を記載すること。
・竣工した工事とは、公告日までに工事の完成検査が完了し、成工認定通知を受けているものとする。
・資料の提出方法については、クリップ留め（Wクリップ留め）とする。
（穴あけ紐綴じ、ホチキス留め、専用機器を用いるクリップ留め、紙ファイル綴じは不要です）

［２］総合評価落札方式の評価および提出資料作成について

（１）自己採点表の提出及び評価方法について
・【企業の施工能力】及び【配置予定技術者の能力】について、入札参加申請者自らが採点した「自己採点表」の提出を求める。
・自己採点表の提出が無かった場合、宛名・所在地・商号又は名称・代表者氏名・工事名の全てが空欄の場合は、失格となるため、提出前に必ず確認を行うこと。
・提出された自己採点表の加算点を入札価格で除した数値（以下、「仮の評価値」）の１位の者を落札候補者とし、入札の保留を行い、提出された自己採点表と技術資料の確認審査を行う。
・【企業の施工能力】及び【配置予定技術者の能力】について、入札参加者から提出された「自己採点表」と「入札価格」をもとに、入札参加者全員について「仮の評価値」を算出する。
「仮の評価値」で最高評価値者となった入札参加者の「技術資料等」と「自己採点表」を審査する。
審査により、自己採点が正しかった場合又は修正があった場合でも最高評価値者が入れ替わらなかった場合は、当該最高評価値者を落札者として決定する。
・「仮の評価値」で最高評価値者の審査において、提出された自己採点表の各評価項目の配点に誤りがあった場合、上方修正は行わない。（提出された自己採点の加算点どおりとする。）
また、同審査において、各評価項目の配点に下方修正があった場合については、該当する評価項目の評価点は「最低点」とする。（技術資料等と自己採点表は提出前に必ず内容を再確認すること。）

【企業の施工能力】
（２）同種工事の施工実績
・様式第６号（同種工事の施工実績調書）に記入すること。
・佐賀県内における元請としての同種工事（※１）で、過去15年（平成23年４月１日から当該案件の公告日までに竣工したもの）の代表的な施工実績（民間工事を含む）について、３件を上限として記入すること。なお、上限を超えて記載された工事については評価しない。
・自社の実績であれば、本店、支店、営業所を問わない。
・特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績は出資比率20%以上に限る。ただし、特定建設工事共同企業体の構成員（代表者を含む。）が４者の場合は、「出資比率が20％以上」とあるのは、「出資比率が15％以上」と読み替える。
・経常建設共同企業体の施工実績は、構成員単独の施工実績として取り扱う。
・経常建設共同企業体の施工実績には、構成員単独の施工実績も含める。
・最終請負額250万円以上の工事に限る。
・事実を証する資料として、工事の内容（最終契約数量）が確認できる以下の書類を提出すること。
①　登録内容確認書、又は工事カルテ受領書の写し（工事カルテ一式）
※2,500万円以下の簡易コリンズは最終の契約内容が確認できないため不可とする。ただし、最終の契約内容が確認できる「登録内容確認書」については認める。
（上記の写し等がない場合は、次に掲げる書類）
・契約書の写し
②　同種工事（用途、規模、工事種別等）が確認できる図面
（当該部分をマーカー等で明示すること）
・工事概要の記載された図面
・各階平面図（新築、改築、増築部分がわかるもの）
（企業が合併した場合の取り扱い）
・同種工事の施工実績は、合併で資格を喪失した企業の施工実績も評価対象とする。
（経常建設共同企業体の取り扱い）
・同種工事の施工実績の対象は、設定された期間内における企業単体での施工実績、経常建設共同企業体での施工実績いずれも１件として取り扱う。

（３）工事成績（企業）
・別紙２－１（工事成績評定点調書（企業））に記入すること。
・佐賀県発注工事の同一工種（※３）で過去５年間（令和３年４月１日から令和８年３月31日まで）の期間に検査日があり、かつ、公告日までに工事成績評定通知がある全てのものの工事成績評定点を記入すること。
・特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績は出資比率20%以上に限る。ただし、特定建設工事共同企業体の構成員（代表者を含む。）が４者の場合は、「出資比率が20％以上」とあるのは、「出資比率が15％以上」と読み替える。
・経常建設共同企業体の施工実績は、構成員単独の施工実績として取り扱う。
・経常建設共同企業体の施工実績には、構成員単独の施工実績も含める。
・最終請負額が5,000万円以上（Ｂ級期間の請負工事は1,800万円以上）のものに限る。
・工事成績評定通知書の写し及び同一工種の事実を証する資料として、登録内容確認書又は工事カルテ受領書の写し（工事カルテ一式）を提出すること。
・工事成績評定点の実績が無い場合は70点以下として取扱う。
・工事成績評定点の平均点は、小数第一位を四捨五入した値として評価点を加算する。
（企業が合併した場合の取り扱い）
・対象期間に企業が合併している場合は、等級上位の企業を対象とするが、同じ等級の企業同士の合併の場合は、双方の企業の工事成績を対象とする。
（経常建設共同企業体の取り扱い）
・双方の企業単体での工事成績及び経常建設共同企業体での工事成績全てが対象となり、すべての平均点で評価する。

（４）地域貢献度
１．防災協定
　・別紙５（防災協定調書）に記入すること。
・協定書に基づく活動の実績の評価は､「災害時における応急対策に関する細目協定書｣（以下「協定書」という）に基づく活動の実績で評価を行うが､当面は土木事務所又は農林事務所との協定書締結の有無及び活動拠点である本店の所在地に置き換え評価を行う｡ただし、農林事務所との協定書にあっては、応急対策業務区域が設定された土木事務所管内のものに限る。
・前年度において、土木事務所又は農林事務所と締結した協定書に基づく活動対象者であることが確認出来る資料（締結者からの証明書の写し、又は協定書の写し＋名簿）を添付すること。
（経常建設共同企業体の取り扱い）
・いずれか１社が該当すれば評価する。

　２．工事の拠点
・別紙１０（本店所在地）により記入すること。
・伊万里土木事務所管内における建設業法第３条に規定する本店の有無で評価する。
（経常建設共同企業体の取り扱い）
・いずれか１社が該当すれば評価する。

（５）優良施工工事
・別紙７（優良施工工事調書）に記入すること。
・佐賀県又は九州内（佐賀県、長崎県、福岡県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）の国の機関（以下の①～③のいずれか）から、過去２年間（令和６年４月１日から令和８年３月31日まで）に表彰を受けた経験がある場合は、「表彰状の写し」または「優良工事についての通知書及び添付一覧表の写し」等これを証するものを添付すること。
①　九州内の局（九州地方整備局、九州農政局他）
②　①が所管する佐賀県内の出先機関（佐賀国道事務所、武雄河川事務所他）
③　①が所管する佐賀県外の出先機関で施工地が佐賀県内であるもの
・特定建設工事共同企業体としての表彰は、評価対象としない。
・経常建設共同企業体としての表彰は、同じ構成員となる経常建設共同企業体の表彰のみ評価対象とする。
・経常建設共同企業体としての表彰は、構成員単独の表彰として評価しない。
・経常建設共同企業体の構成員の企業単独としての表彰は、経常建設共同企業体の表彰として評価する。
・国の表彰は、優良施工業者表彰又は安全施工業者表彰に限る。
・佐賀県の表彰は「佐賀県優秀技術者等表彰要綱」に基づく表彰に限る。
なお、佐賀県優秀技術者等表彰要綱第３条第１号の規定に基づく優良工事表彰の選考対象となった工事は表彰を受けたものと同様の扱いとする。
・自社の実績であれば、本店、支店、営業所を問わない。
・元請としての企業の表彰に限る。
・同一工種（※３）に限る。
・登録内容確認書、又は工事カルテ受領書の写しを添付すること。
（企業が合併した場合の取り扱い）
・合併で資格を喪失した企業の実績も評価対象とする。
（経常建設共同企業体の取り扱い）
・いずれか１社が該当すれば評価する。

【配置予定技術者の能力】
・配置予定技術者調書提出時に配置予定技術者が特定できない場合は複数の候補者について記入し提出できるが、この場合は複数の候補者のうち１名を必ず配置技術者として配置しなければならない。なお、複数の候補者がある場合の総合評価の評点は、配置予定技術者の能力に係る総評価点が低い者で評点する。（上限は３名までとする）
・配置予定技術者調書に記載された技術者を変更できるのは、死亡、傷病、出産、育児、介護、又は退職等、真にやむを得ない場合に限る。この場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。
・複数の候補者の配置予定技術者を提出する場合は、配置予定技術者の自己採点表（別紙１１）を提出すること。
（経常建設共同企業体の取り扱い）
・経常建設共同企業体の配置予定技術者の能力の評価については、各構成員毎に配置される配置予定技術者の評価点を比較し、各項目毎に高い方を採点する。資料については必ず双方の企業の２名分を提出すること。また、複数の候補者を提出する場合は、提出された配置予定技術者の全ての組み合わせの評価点を比較し、配置予定技術者の能力に係る総評価点が最も低いもので採点する。

（６）同種工事の施工経験、配置予定技術者の資格
・様式第７号（配置予定技術者調書）に記入すること。
・本工事を受注した場合に、主任（又は監理）技術者として配置する予定の技術者について記入すること。
・「法令による資格・免許」欄には、配置予定技術者の資格・免許について記載すること。
また、資格保有の事実を証する書類は以下のいずれかの書類を提出すること。
①　監理技術者資格者証の写し
②　検定合格証明書の写し・資格者証の写し
・国内における元請としての同種工事（※１）で、過去15年（平成23年４月１日から当該案件の公告日までに竣工したもの）の施工実績（民間工事を含む）で代表的な工事の施工経験について、３件を上限として記入すること。なお、上限を超えて記載された工事については評価しない。
・監理技術者、主任技術者及び現場代理人として従事した工事の施工経験に限る。
・自社の実績であれば、本店、支店、営業所を問わない。
・特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績は出資比率20％以上に限る。ただし、特定建設工事共同企業体の構成員（代表者を含む。）が４者の場合は、「出資比率が20％以上」とあるのは、「出資比率が15％以上」と読み替える。
・経常建設共同企業体の施工実績は、構成員単独の施工実績として取り扱う。
・最終請負額250万円以上に限る。
・事実を証する資料として、従事及び工事の内容（最終契約数量）が確認できる以下の書類を提出すること。
①　登録内容確認書、又は工事カルテ受領書の写し（工事カルテ一式）
※2,500万円以下の簡易コリンズは最終の契約内容が確認できないため不可とする。ただし、最終の契約内容が確認できる「登録内容確認書」については認める。
（上記の写し等が無い場合は、次に掲げるすべての書類）
(a）契約書の写し
（b）当該工事に従事した事実を証する資料（建築主の証明書等）
※　当該工事に従事した事実を証する資料とは、配置予定技術者が当該工事に従事した当時の立場（現場代理人、監理技術者、主任技術者等）及び従事した期間が分かる記載がある資料をいう。（上記(b)の資料で、必要な証明事項の記載がない場合は、別紙様式を使用して下さい）
②　同種工事（用途、規模、工事種別等）が確認できる図面
（当該部分をマーカー等で明示すること）
・工事概要の記載された図面
・各階平面図（新築、改築、増築部分がわかるもの）
・担当技術者の施工経験は入札参加資格としては認めるが、総合評価における配置予定技術者の能力の同種工事の施工経験での加点は行わない。
・主任技術者、監理技術者及び現場代理人の施工経験については、従事期間が工期（※中止期間又は余裕期間がある場合の工期については、中止期間及び余裕期間を差し引いた期間を工期とする。）の1/2を上回る場合のみ施工経験として認める。ただし、現場代理人の施工経験については、国家資格（建設業法第７条第２号ハに該当する技術・技能検定等）を有して配置された工事に限る。
・配置予定技術者の従事期間についても記入すること。

（７）工事成績（技術者）
・別紙２－２（工事成績評定点調書（技術者））に記入すること。
・佐賀県発注工事の同一工種（※３）で過去５年間（令和３年４月１日から令和８年３月31日まで）の期間に検査日があり、かつ、公告日までに工事成績評定通知がある主任技術者、監理技術者、現場代理人としての施工経験を有する工事の中で最高点の工事１件を記入すること。
・主任技術者、監理技術者、現場代理人として従事した工事の施工経験に限る。
また、主任技術者、監理技術者、現場代理人の施工経験については、従事期間が工期（※中止期間又は余裕期間がある場合の工期については、中止期間及び余裕期間を差し引いた期間を工期とする。）の1/2を上回る場合のみ施工経験として認める。ただし、現場代理人の施工経験については、国家資格（建設業法第７条第２号ハに該当する技術・技能検定等）を有して配置された工事に限る。
・特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績は出資比率20%以上に限る。ただし、特定建設工事共同企業体の構成員（代表者を含む。）が４者の場合は、「出資比率が20％以上」とあるのは、「出資比率が15％以上」と読み替える。
・経常建設共同企業体の施工実績は、構成員単独の施工実績として取り扱う。
・最終請負額が5,000万円以上（Ｂ級期間の請負工事は1,800万円以上）とする。
・工事成績評定通知書の写し及び同一工種の事実を証する資料として、登録内容確認書又は工事カルテ受領書の写し（工事カルテ一式）を提出すること。
・工事成績評定点の実績が無い場合は75点以下として取扱う。

（８）近隣地域内工事の施工経験
・別紙３（近隣地域内工事の施工経験調書）に記入すること。
・近隣地域内（※２）における元請としての同一工種（※３）で、過去５年（令和３年４月１日から当該案件の公告日までに竣工したもの）における一棟の延べ面積が1,000平方メートル以上の新築、改築、増築（増改築部分の延べ面積が1,000平方メートル以上のものに限る。）に係る建築一式工事（民間工事を含む）で代表的な工事の施工経験について、３件を上限として記入すること。なお、上限を超えて記載された工事については評価しない。
・主任技術者、監理技術者、現場代理人及び担当技術者として従事した工事の施工経験に限る。
・自社の実績であれば、本店、支店、営業所を問わない。
・特定建設工事共同企業体の構成員の施工実績は出資比率20％以上に限る。ただし、特定建設工事共同企業体の構成員（代表者を含む。）が４者の場合は、「出資比率が20％以上」とあるのは、「出資比率が15％以上」と読み替える。
・経常建設共同企業体の施工実績は、構成員単独の施工実績として取り扱う。
・最終請負額250万円以上に限る。
・事実を証する資料として、従事及び工事の内容（最終契約数量）が確認できる以下の書類を提出すること。
①　登録内容確認書、又は工事カルテ受領書の写し（工事カルテ一式）
2,500万円以下の簡易コリンズは最終の契約内容が確認できないため不可とする。ただし、最終の契約内容が確認できる「登録内容確認書」については認める。
（上記の写し等が無い場合は、次に掲げるすべての書類）
(a）契約書の写し
（b）当該工事に従事した事実を証する資料（建築主の証明書等）
※　当該工事に従事した事実を証する資料とは、配置予定技術者が当該工事に従事した当時の立場（現場代理人、監理技術者、主任技術者等）及び従事した期間が分かる記載がある資料をいう。（上記(b)の資料で、必要な証明事項の記載がない場合は、別紙様式を使用して下さい）
[bookmark: _Hlk38013316]②　近隣地域内工事（用途、規模、工事種別等）が確認できる図面
（当該部分をマーカー等で明示すること）
・工事概要の記載された図面
・各階平面図（新築、改築、増築部分がわかるもの）
・工事カルテ等の添付資料で、近隣地域内であることが確認できない場合は、位置図を添付すること。
・主任技術者、監理技術者、現場代理人及び担当技術者の施工経験については、従事期間が工期（※中止期間又は余裕期間がある場合の工期については、中止期間及び余裕期間を差し引いた期間を工期とする。）の1/2を上回る場合のみ施工経験として認める。ただし、現場代理人及び担当技術者の施工経験については、国家資格（建設業法第７条第２号ハに該当する技術・技能検定等）を有して配置された工事に限る。
・配置予定技術者の従事期間についても記入すること。

（９）継続教育の状況
・別紙８（継続教育調書）に記入すること。
・各団体推奨単位或いはその半数の取得が確認できる学習履歴証明書を提出すること。この場合、基準日（証明日）は令和８年３月31日のものに限るものとし、各団体が設定した推奨値の取得期間に応じた証明書とすること。なお、推奨値の設定がなされていない団体の証明書、基準日（証明日）が設定された日でないものは加点しない。なお、CPD技術者証の写しと取得状況が確認できるインターネットでの検索結果の写し両方をもって学習履歴証明書に代えることができるものとする。
・CPDの団体としては、（公社）空気調和・衛生工学会、（一社）建設コンサルタンツ協会、（公社）地盤工学会、（一社）全国測量設計業協会連合会、（一社）全国上下水道コンサルタント協会、（一社）全国土木施工管理技士会連合会、（公社）土木学会、土質・地質技術者生涯学習協議会（事務局：（一社）全国地質調査業協会連合会）、（一社）日本環境アセスメント協会、（公社）日本コンクリート工学会、（公社）日本技術士会、（一社）日本建築学会、（公社）日本建築士会連合会、（公社）日本造園学会、（公社）日本都市計画学会、（公社）農業農村工学会などがある。なお、これ以外の団体の継続教育制度についても評価するものとする。
（例として、（一社）佐賀県建築士会CPD・専攻建築士委員会では、１年間で12単位を取得することを基準としており、基準日から過去１年間の証明書を提出する。）

※１　本工事における同種工事とは、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建
築物で、１棟の延べ面積が2,000平方メートル以上の新築、改築（※）、増築（増改
築部分の延べ面積が2,000平方メートル以上のものに限る。）に係る建築一式工事
※改築とは、建築物の全部若しくは一部を除却し、又はこれらの部分が災害等によって滅失した後、
引き続き、これと用途、規模、構造の著しく異ならない建築物を建てることをいう。（改修工事は含ま
ない。）
※２　同じく近隣地域内とは、伊万里土木事務所管内とする。
※３　同一工種は、建築一式工事とする。
